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第１章 町田市のプロフィール



１－１ 町田市概要

町田市は東京都の南端にあり、半島のように神奈川県に突き出ています。多摩丘

陵の西部から中央部を占める位置に立地していて、東西22.3キロメートル、南北13.2

キロメートル、面積は71.65平方キロメートルです。

市制は1958年2月1日に施行され、東京都で9番目に生まれた都市です。古くから横

浜に向かう街道は「絹の道」とも呼ばれ、交通の要衝、商都として繁栄してきました。

近隣からも多くの人たちが集まり、商圏人口200万人の一大商業都市へと発展して

います。

人口 428,685人 （男性 209,971人 女性 218,714人） 2019年1月1日現在



第２章 新公会計制度導入の経過と目的



２－１－１ 新公会計制度の導入経過

従来の官庁会計は、単式簿記・現金主義により、現金収入と現金支出の結果を示す会計であ
り、①予算の獲得と使い切りに主眼が置かれること、②財政状態や経営成績を示すツールがな
く事業の有効な評価が行えないこと等の課題があった。また、決算統計をもとに作成していた財
務諸表は、会計全体の財務諸表であったため、十分に活用されていないという課題があった。

年月 項目

2008年1月
新公会計制度導入
の方針決定

2008年11月
新公会計制度導入
検討委員会の立ち上
げ

2010年3月
日々仕訳方式を導入
することを決定

2011年3月
例規整備等の具体
的な制度設計を完了

2011年12月
予算体系を一課一目
に組替え

2012年4月 新公会計制度導入

2013年8月
「事業別財務諸表」を
作成

市町村として全国で初めて、複式簿記・発生主義の考え方を加えた、企業会計に近い新公会計制度を
導入し、日々仕訳を開始した。

「事業別財務諸表」を作成し、決算の参考資料として議会に提出した。

概要

上記の課題を受け、市長の政策的判断により、マネジメントを強化し、民間で使われている会計言語を
用いることで市民への説明責任を果たす目的で導入の方針決定を行った。

副市長を委員長とする新公会計制度導入検討委員会（庁内検討組織）を立ち上げた。
また、財政課や会計課の職員を中心に関係各課により構成される作業部会を設置し、会計制度、資産
評価、システム導入等について検討を行った。
検討にあたり、外部アドバイザーとして、公認会計士及び東京都新公会計担当職員が参加した。

マネジメントを強化するためには、各課の職員が組織別・事業別などの財務諸表を作成し、全庁で事業
改善等に活用する必要があることから、東京都方式をベースとした日々仕訳方式を採用することを決
定した。

より効果のある取組みとするため、
①個別の組織、事業におけるマネジメントに活用できること、②市民に分かりやすい財務諸表であるこ
と、③迅速・簡便に財務諸表を作成できること を重視して、制度設計を行った。

予算科目の歳出目を、マネジメント（課）及び財務諸表作成の単位とするため、2012年度当初予算か
ら、予算体系を一課一目に組替えた。

Ａ

Ｂ

Ｄ

Ｃ

Ｅ



２－１－２ 新公会計制度の導入経過

Ａ 町田市の新公会計制度導入 検討体制

市

長

新公会計制度導入
検討委員会

会長 副市長

副会長 副市長

委員 会計管理者

財務部長

財政課長

管財課長

会計課長

新公会計制度導入
検討作業部会

財政課職員 3名

会計課職員 5名

管財課職員 3名

経営改革室職員 1名

情報システム課職員 2名

検討依頼 検討依頼

報告報告

外部有識者
アドバイザー

公認会計士 2名

東京都会計管理局職員 1名

助言

助言



２－１－３ 新公会計制度の導入経過

総務省の２つのモデルと
東京都方式を比較検討

① マネジメントに活用するのであれば、施策別や事業別等のセグ
メント別の財務諸表を迅速・簡便に作成できる必要がある。

② 財政課や会計課だけの作業ではなく、全ての組織・職員が取り
組む仕組みが必要

Ａ

2008年11月 検討開始

東京都方式を採用

新公会計制度導入検討委員会の立ち上げ



２－１－４ 新公会計制度の導入経過

Ｃ

Ｅ

会計基準、財務諸表を作成する単位、活用方法、資産評価方針、
例規整備等について、検討作業部会を設置し検討

2012年4月 新公会計制度導入

Ｂ

2010年3月 中間報告

2012年4月から日々仕訳方式による新公会計制度を導入することを決定

「町田市の新公会計制度（案）」を報告

資産評価（開始時簿価）、システム構築、
新公会計制度に対応した科目体系による予算編成、研修、庁内周知等

Ｄ

2011年3月 制度案決定



款 項 目 計上内容

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費 職員人件費（他目の人件費も含む）

福祉総務事業費（福祉総務課）

福祉のまちづくり推進費（福祉総務課）

障がい福祉事務費（障がい福祉課）

生活援護事務費（生活援護課）

款 項 目 計上内容

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費 職員人件費（当該目の人件費）

福祉総務事業費（福祉総務課）

福祉のまちづくり推進費（福祉総務課）

障がい福祉費 職員人件費（当該目の人件費）

障がい福祉事務費（障がい福祉課）

身体障がい福祉費（障がい福祉課）

２－１－５ 新公会計制度の導入経過

組替前の歳出目

組替後の歳出目

Ｄ 予算科目を財務諸表の作成単位に組替え
１つの目に複数の課の
事業費を計上している。

人件費は、項単位で計
上されているため、他
の目の人件費を含んで
いる。
。

目を課単位に組替え

１つの目に１つの課の
事業費を計上する。

当該目の人件費を計上
する。



２－１－６ 新公会計制度の導入経過



２－２ 新公会計制度の２つの目的

（１）新公会計制度で明らかになった事業の成果とコストを、
個別の組織や事業におけるマネジメントに活用する。
この取り組みを通じて、職員の意識改革を図る。

（２）企業会計と同様に事業のフルコストを見える化する
ことで、市民に対する説明責任を果たす。



第３章 行政評価シートの特徴と進化



任意で作成

３－１ 行政評価シートの作成対象（市全体との関係）

町田市全体

会計別 会計別

部別 部別 部別

目別 目別 目別目別

事業別

・110の歳出目（課）で課別行政
評価シートを作成。

・歳出目とマネジメントの単位
（課）が一対一で対応している。

128の事業で

事業別行政評価
シートを作成



○○部 □□課 Ａ費 ａ事業

△△課 Ｂ費

ｂ事業

ｂｂ事業

☆☆課

Ｃ費

Ｄ費 ｄ事業

課別行政評価シート 事業別行政評価シート

３－２ 行政評価シートの作成対象（部と課の関係）

参考資料 P.2～8



３－３ 行政評価シート作成スケジュール

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

日々仕訳

人件費等配賦

行政評価シート作成

公表・市議会提出 完成・公表

市議会決算審査 決算審査

（参考）自治体の歳出科目
性質別分類

款
カ ン

→ 項
コウ

→ 目
モク

→ 節
セツ

（例） 　　　

1節（報酬） ⇒　　人件費

9節（旅費） ⇒　　物件費

13節（委託料）

28節（繰出金） ⇒　　繰出金 or 積立金

目的別分類

⇒　　物件費 or 扶助費 or
   　　維持補修費 or 建設仮勘定など

歳出仕訳区分

※複式情報を記録



Ⅰ組織の概要

Ⅱ前年度末の総括

Ⅴ財務構造分析
Ⅵ個別分析

Ⅳ財務情報
（行政コスト計算書）

Ⅳ財務情報
（貸借対照表）

Ⅲ事業の成果

Ⅶ総括

３－４ 行政評価シートの様式の特徴

（課別 行政評価シートの様式）
参考資料 P.10～13



３－５－１ 行政評価シートの項目の特徴（事業の成果）

• 費用対効果の分析を行うため、事業の成果を明らかにしている。

• 事業の成果を検証できるように、目標値と達成時期を明らかに
している。

• 2019年度目標を掲載することで、2019年度決算時に検証できる。

• 事業の成果を明確にすることで、行政コストや資産と事業の成
果の関係を分析できる。



• 単位あたりコストにより、コストの規模を把握しやす
くできる。

• 他自治体や民間企業との比較に発展させることが
できる。

• 事業別行政評価シートだけにある項目。

３－５－２ 行政評価シートの項目の特徴（単位あたりコスト分析）



• 「事業に関わる人員」により、従事人員の変化がわか
る。人件費の推移とあわせて、効率的に事業が執行さ
れているかなど、見ることができる。

• 成果に見合った人員なのか、委託化の検討が必要な
のか、検証することができる。

３－５－３ 行政評価シートの項目の特徴（事業に関わる人員）



• 「事業の成果」と財務情報を交えて、費用対効果を分析す
る。

• 組織の使命や事業の目的の達成に繋がる課題を設定する。

• 課題解決・目標達成に向けた今後の取り組みを明確化す
ることで、翌年度予算につなげやすくし、次年度決算時に
検証可能とする。

３－５－４ 行政評価シートの項目の特徴
（成果及び財務の分析～課題設定～今後の取り組み）



３－６ セグメントの設定方法

① 課単位でセグメントを設定（課別行政評価シート）

② 財務上の観点から特に検討を要する場合に、特定事業単
位でセグメントを設定（事業別行政評価シート）

特定事業を設定する際の着眼点

（着眼点１）個別ストックを保有して事業を実施する事業

（着眼点２）事業の課題や改善点を把握するため特に設定

する事業

（着眼点３）受益者負担のある事業

（着眼点４）未収金、貸付金など債権管理を行う事業

（着眼点５）事務事業の見直しを行うために特に設定する事業



３－７ セグメント設定の見直し

• 保健給食課の特定事業「小学校保健事業」「中学校保健事業」は、
事業の課題や改善点を把握するため特にセグメントを設定した。

• 2012年度、2013年度決算の経年変化をみた結果、法定の定期健
康診断や就学時健康診断を行う事業であり、事業費に増減がない
ことがわかったため特定事業を廃止した。

• 保健事業のコスト情報は、歳出目別で確認できる。

課名

小学校保健事業 廃止

中学校保健事業 廃止

小学校給食事業 小学校給食事業

中学校給食事業 中学校給食事業

保健給食費

2013年度
歳出目・特定事業

保健給食課

2014年度
歳出目・特定事業

保健給食費



３－８ 2012年度決算から2018年度決算までの進化

・単年度決算
・報告式記載
・決算参考資料

・経年変化
・勘定式記載
・前年度の課題

・主要な施策
の成果に関す
る説明書
・勘定科目別
比較分析表
・施設別比較
分析表

・同種施設比
較分析表

・決算分析課題
設定を充実さ
せるための取
組

2012年度
決算

事業別財
務諸表

2013年度
決算

事業別財
務諸表

2014年度
決算

課別・事業
別行政評
価シート

2015年度
決算

課別・事業
別行政評
価シート

2016年度
決算

課別・事業
別行政評
価シート

2017年度
決算

課別・事業
別行政評
価シート

2018年度
決算

課別・事業
別行政評
価シート

・事業の課題
に対する取
組の明確化
・事業の成果
における目
標設定の充
実

・同種施設比
較分析表の
充実



第４章 説明責任を果たすための活用



４－１－１ ダイジェスト版冊子の活用

・課別・事業別行政評価シート、全238シートのうち、市民の方が身近
に感じられる事業の行政評価シートのダイジェストを紹介（１４事業）。

・A5版、タテ見開き、34頁の冊子。

・町内会・自治会連合会と市が協働で開催している市政懇談会等に
おいて、ダイジェストを使用して事業の成果やコストを説明。

参考資料 P.33、34

人づくり分野

①学童保育事業

②子どもセンター「まあち」運営事業

③民間等保育所運営事業

④小学校給食事業

⑤中央図書館事業

安全・生活分野

⑥生活保護事業

⑦障がい者福祉費

⑧介護保険事業会計

⑨がん予防対策推進事業

賑わい分野

⑩国際版画美術館費

⑪学校施設開放事業

住環境分野

⑫廃棄物収集事業

⑬放置自転車等対策事業

⑭市営住宅事業



４－１－２ ダイジェスト版冊子の活用



４－１－３ ダイジェスト版冊子の活用



４－２ 広報誌での決算情報の開示

広報まちだ ２０１８年１２月１５号抜粋



４－３ 市民参加型事業評価での活用

• 市民の声を行政経営・行政サービスの向上に活用するため、
市民と有識者が、市の事業担当者と事業の課題や解決策につ
いて対話をして評価する市民参加型事業評価を開催。

• 事業の目的、やり方、成果等について、市民目線で議論や評
価をするため、市民には官庁会計よりもなじみがある複式簿
記・発生主義の考え方を加えた企業会計に近い財務諸表と事
業の成果・課題等を兼ね備えた行政評価シートを活用している。

• ２０１９年度は、子どもの参画をこれまで以上に推進するため、
高校生が事業の評価人として評価対象の６事業すべての評価
に参加する予定です。



第５章 マネジメントのための活用 その１
（行政評価シートによる活用）



 事業の成果と関連付けた行政コスト
 行政コストの経年比較
 単位あたりの行政コストによる効率性の分析
 事業のストックについての財務情報
 事業類型別の財務分析
 財務分析で明らかになった課題

事業マネジメントに向けて新たに得られる情報

５－１ 財務情報と非財務情報

財務
情報

組織の使命
事業の成果
など



事業の成果と行政コストの関係

 成果とコストの関係について。成果とコス
トは見合っているのか。

 コストをかけて上げるべき成果なのか。

 成果を達成するために、コストをかけるべ
きか削減すべきか。

成果

コスト

５－２－１ 事業マネジメントのための着眼点①



事業に関わる人員と人件費、成果の関係

 「事業に関わる人員」により、従事人員の
変化がわかります。人件費の推移とあわ
せて、効率的に事業が執行されているか
など、見ることができます。

 成果に見合った人員なのか、委託化の検
討が必要なのか、検証することができま
す。

成果

人件費

人員

５－２－２ 事業マネジメントのための着眼点②



事業の成果と資産の状況

 そもそも資産の状況はどうなっているのか。
 資産は事業に活用されているのか。

 成果を実現させるためには、資産を増やしたほう
が良いのか、減らしたほうが良いのか。

 資産の老朽化の状況はどうか。

成果

ストックストック

５－２－３ 事業マネジメントのための着眼点③



前年度の課題と当年度の取組結果

 前年度の課題を解決する取組み
により、成果はどのように改善さ
れたのかを検証する。

 課題解決の取組みは、財務情報
のコストやストックにあらわれてい
るか。

前年度の課題

成果

ストック

コスト

５－２－４ 事業マネジメントのための着眼点④



成果と財務情報との分析による事業の検証と課題設定、取り組みの明確化

 「事業の成果」と財務情報を交えて、費用対
効果を分析する。

 組織の使命や事業の目的の達成に繋がる
課題を設定する。

 設定した課題解決・目標達成に向けた取り
組みを、具体的に明確化することで、実効
性を確保し、次年度に検証する。

総括

５－２－５ 事業マネジメントのための着眼点⑤



５－３ 課別・事業別行政評価シートの活用事例

①事業別行政評価シート（学童保育事業）

②事業別行政評価シート（小学校給食事業）

③会計別行政評価シート
（国民健康保険事業会計）

④課別行政評価シート（国際版画美術館費）

参考資料 P.22～29



５－４ 勘定科目別・施設別比較分析表

①勘定科目別比較分析表（人件費）
②勘定科目別比較分析表（物件費）

他に維持補修費、扶助費、補助費等で作成

③施設別比較分析表
市内各施設の状況を相互に比較できるよう
に、「開館１日あたりコスト」を基準にして作成

参考資料 P.14～17



５－５ 同種施設比較分析表

①同種施設比較分析表（図書館）
②同種施設比較分析表（市民センター）

• 図書館、市民センターの他に、子どもセンター、コミュニ
ティセンター、市民課連絡所、高齢者ふれあい館（福祉セ
ンター）を作成。

• 図書館や市民センターといった同種施設ごとに相互に比
較・分析し、成果の拡大や運営コストの削減を図ります。

• ２０１８年度から、効率性を表す指標と経済性を表す指標
の２軸を基準とした分析グラフを追加。また、従来の「分析
欄」に加えて「施設マネジメント改善のための今後の取り
組み欄」を追加。

参考資料 P.18～21



第６章 マネジメントのための活用 その２
（予算、決算、自治体間比較）



•課別事業別行政評価シート

•成果に対するコストの振り
返り

•事業のマネジメント上の課
題を明らかにする

•事業の有効性・効率性の
検証

• 事業手法の見直し

• 実施主体の再検討

• 課題解決方法の検討

• ストックの維持・保全計画への
反映

• 事業の計画や工程表に従い、
日々の業務を行う

• 事業実施に向けた計画を立て
る

• 予算編成に反映

• 政策立案に反映

• 仕事目標に反映

Ｐｌａｎ

（計画）

Ｄｏ

（実行）

Ｃｈｅｃｋ

（評価）

Ａｃｔion

（改善）

６－１－１ 行政評価シートを活用した予算編成
参考資料 P.30、31



『平成29年度（2017年度）町田市課別・事業別行
政評価シート』で明らかになった課題を、2019年
度予算に反映した件数・金額は以下のとおり。

６－１－２ 行政評価シートを活用した予算編成

参考資料 P.31



成果情報
の充実

活用実績

“主要な施策の成果を説明する書類“

６－２－１ 決算審査での行政評価シートの活用

 2014年度決算から地方自治法第233条第5項に
おける“主要な施策の成果を説明する書類“と
して作成・公表しています。

 9月議会における決算審査では、質疑のうち9
割が課別・事業別行政評価シートからされまし
た。



６－２－２ 決算審査での行政評価シートの活用

２０１８年９月議会の決算審査で付された附帯決議の一例

①国際版画美術館
「国際版画美術館について、効率的な運営に取り組むとと
もに、施設利用者数が増加するようさらなる改善を図られ
たい。2020年を目指し、インバウンド対策を強化された
い。」

②自転車駐車場事業
「駅周辺の利便性の高い施設に自転車等駐車場の需要
が集中しているため、引き続き施設の機能改善に取り組
まれ、市営自転車駐車場10施設についても、施設の修
繕・管理を進められたい。」



６－３ 自治体間比較によるセグメント分析の充実

参考資料 P.32

2018年度から、「新公会計制度普及促進連絡会議」で設置した検討

部会で、事業別の財務情報を自治体間比較することで、他自治体
の良い取り組みを取り入れるため、自治体内・他自治体における類
似事業との比較へ向けた、事業別財務情報の作成・評価手法の整
備を行っている。

参加自治体（１０団体）
町田市（幹事）、大阪市、江戸川区、荒川区、福生市、
八王子市、中央区、板橋区、渋谷区、世田谷区

研究事項

① 事業別財務情報の比較分析資料の様式と比較分析手法を
標準化する。

② 自治体間比較の事業単位を設定する。



町田市の課別・事業別行政評価シートは
ホームページでご覧いただくことができます

町田市 財務部 財政課

町田市森野２－２－２２

042-724-2149

zaimu010@city.machida.tokyo.jp

https://www.city.machida.tokyo.jp


